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公
共
施
設
等

　

総
合
管
理
計
画を紹

介
し
ま
す

  

公
共
施
設
の
状
況
と
更
新
等
費
用
の
見
通
し

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
の

市
民
説
明
会
を
開
催
し
ま
す

　

市
の
未
来
を
見
据
え
て
、
公
共

施
設
の
管
理
の
あ
り
方
に
つ
い
て

一
緒
に
考
え
て
み
ま
せ
ん
か
。

と
き
・
と
こ
ろ

▼
韮
山
時
代
劇
場　

研
修
室
１

　
　

①
８
月
７
日
（
日
）

　
　
　

10
時
〜
11
時
30
分

　
　

②
８
月
25
日
（
木
）

　
　
　

19
時
〜
20
時
30
分

▼
大
仁
市
民
会
館　
３
階
視
聴
覚
室

　
　

①
８
月
６
日
（
土
）

　
　
　

13
時
30
分
〜
15
時

　
　

②
８
月
23
日
（
火
）

　
　
　

19
時
〜
20
時
30
分

▼
あ
や
め
会
館　

２
階
会
議
室

　
　

①
８
月
７
日
（
日
）

　
　
　

13
時
30
分
〜
15
時

　
　

②
８
月
17
日
（
水
）

　
　
　

19
時
〜
20
時
30
分

内
容　

 「
公
共
施
設
等
総
合
管
理

計
画
」
に
つ
い
て

　
　

・
計
画
の
概
要
説
明（
30
分
）

　
　

・
質
疑
応
答（
60
分
）

そ
の
他　

 

事
前
申
し
込
み
不
要
、

入
場
無
料
で
す
。

  

公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
と
は

総面積　172,922㎡
うち、建築年度不明 1,018㎡（0.6％）

建築後60年以上
319㎡（0.2％）

建築後 30年以上 60年未満
93,177㎡（53.9％）

建築後 30 年未満
78,408㎡（45.3％）
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建築後 30 年以上経過した施設が全体の半分以上

　

○
公
共
施
設
の
建
築
年
度
別
延
床
面
積

　

○
人
口
の
推
移

○
歳
出
の
推
移
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183.3 182.7

扶助費※4投資的経費※3

少子高齢化の進行などによる社会保障関連経費の
増加が見込まれ、投資的経費を現在の水準で維持
していくことが困難になると想定されます

※3 投資的経費：公共施設等の更新や改修など
の整備に係る経費

※4 扶助費：社会保障制度の一環として、法令
に基づいて支払われる経費、および地方自
治体が単独で行う住民福祉に要する経費

人口は減少し少子高齢化が進行、働
く世代の人口が減少し、税収の伸び
が期待できなくなります

○ 

公
共
施
設
等
の
目
標

〈
継
続
可
能
な
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
〉

・ 

公
共
施
設
の
統
合
（
集
約
化
・

複
合
化
）、
多
機
能
化
、
廃
止
な

ど
に
よ
る
総
量
の
適
正
化

・ 

民
間
の
活
力
や
運
営
の
工
夫
な

ど
に
よ
る
コ
ス
ト
の
最
適
化

〈 

安
全
で
安
心
な公

共
施
設
の
提
供
〉

・ 

損
傷
な
ど
が
発
生
し
た
後
に
修

繕
な
ど
を
行
う
「
事
後
保
全
型
」

か
ら
、
計
画
的
に
保
全
や
改
修

を
行
う
「
予
防
保
全
型
」
へ
の

転
換

〈 

新
た
な
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た

市
民
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
〉

・ 

ニ
ー
ズ
の
変
化
に
対
応
し
た
、

施
設
の
質
の
向
上

・ 

公
共
施
設
の
新
設
を
前
提
と
せ

ず
、
集
約
化
・
複
合
化
な
ど
に

よ
る
、
機
能
の
充
実
・
見
直
し

  

公
共
施
設
等
に
係
る
今
後
の
目
標

○ 

将
来
の
公
共
施
設
等
の

　

更
新
等
費
用
の
見
通
し

約 25 億円
約 44 億円

現在の公共施設等の
更新等費用（年間）※5

将来の公共施設等の
更新等費用（年間）※6

公共施設
約 14 億円
インフラ資産
約 11 億円

公共施設
約 21 億円
インフラ資産
約 23 億円

約 1.8
倍

（増加
見込み

は約
19 億

円）

○ 

保
有
量
・
整
備
コ
ス
ト

の
目
標

〈 

公
共
施
設
の
更
新
な
ど
に

か
か
る
費
用
を
今
後

30
年
間
で
33
％
削
減
〉

・ 

公
共
施
設
の
保
有
量
（
延
床

面
積
）
を
今
後
30
年
間
で
25
％

削
減

・ 

公
共
施
設
の
整
備
コ
ス
ト（
維

持
管
理
コ
ス
ト
は
除
く
）
を
今

後
30
年
間
で
８
％
削
減

※ 

イ
ン
フ
ラ
資
産
に
つ
い
て
は
、

市
民
の
生
活
や
産
業
を
支
え
る

都
市
基
盤
施
設
で
あ
り
縮
減
が

困
難
な
場
合
が
あ
る
こ
と
か

ら
、
計
画
的
な
維
持
管
理
を
推

進
し
、
コ
ス
ト
の
抑
制
と
平
準

化
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

  

人
口
・
財
政
の
現
状
と
見
通
し

 

い
ず
れ
も

「
公
共
施
設
等
総
合

　

管
理
計
画
」
よ
り

　

い
ず
れ
も
「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」
よ
り

今後、更新時期を迎える公共施設等が増加するこ
とにより、財政負担も重くなり、すべての施設を
維持していくことが困難になると想定されます

※5 公共施設に係る投資的経費の平成
17～25年度の年平均とインフラ
資産に係る投資的経費の平成21～
25年度の年平均の合計

※6 今後 30 年間の公共施設等の更新
等費用の年平均を試算

「
公
共
施
設
等
総
合
管
理
計
画
」

の
詳
細
は
、
公
共
施
設
整
備
推
進

課
ま
で
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

窓
口
で
も
確
認
で
き
ま
す
。

問
市
役
所
公
共
施
設
整
備
推
進
課

☎
０
５
５（
９
４
８
）１
４
５
１

人口減少や少子高齢化の進行に
よる厳しい財政状況により、公
共施設等※1の整備に要する費用
の現状維持が困難になると想定

公共施設の老朽化の進行による
更新等費用※2の増大により、す
べての施設を保有していくこと

が困難になると想定

これらの課題に対応するためには
長期的な視点を持った計画が必要

伊豆の国市公共施設等総合管理計画の策定
計画期間／平成 28～ 57年度までの 30年間
対象範囲／公共施設（図書館、体育館など）
　　　　　インフラ資産（道路、橋りょうなど）
計画内容／人口・財政の現状と見通し
　　　　　公共施設の状況と更新等費用の見通し
　　　　　公共施設等に係る今後の目標　など

※1公共施設等：公共施設およびインフラ資産をいう
※2更新等費用：更新および大規模改修に係る費用をいう


